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耐震性に不安のあったマンションにおいて、自主防災組織の組織化、
災害時の生活継続計画やマニュアル作成等による防災力向上に取り組んだ事例

課題 成果取組

防災訓練を実施し、動き方等をシ
ミュレーションし確認

行動計画、MLCP（マンション生活継
続計画）、マニュアルの作成

発災本番時に、誰でも決められた手順で
実施できる体制の構築

防災担当理事新設、管理組合とは
別組織としての防災会の立ち上げ

東京都から耐震性を義務付けら
れた緊急輸送道路沿道に指定さ

れたが、耐震性が不明

防災に関するソフト面での

対応が不十分であった

簡易耐震診断、設備及び非構造部
材の耐震性調査を実施

マンションの将来を検討し、災害対策を進
めるうえで重要な判断材料の確立

MLCP策定・運用のモデルケース

【竣工年（築年数）】 昭和52年（築39年） 【総戸数】 155 戸

【単棟型 or 団地型】 単棟型 【階 層】 14 階建

【自主管理 or 委託】 全面委託。約5年前に管理会社を変更。

【エリア】 東京都

【耐震診断・耐震改修の実施の有無】 簡易耐震診断済、耐震診断を実施中

Ｅマンション 補助事業実施主体：一般社団法人マンションライフ継続支援協会

写真枠

・E①マンション生活継続計画（MLCP）（プロトタイプ）

・E②災害対策本部 防災マニュアル

・E③各階担当防災委員用マニュアル
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この「マンション生活継続計画（MLCP）プロトタイプ」は、国土交通省のマンショ


ン適正化・再生推進事業により、一般社団法人マンションライフ継続支援協会が、平成


25 年度、26 年度に実施した「被災時のマンション生活維持のための環境整備に係る事


業」（平成 25 年度）及び「管理に問題が生じているマンションにおける管理適正化や被


災時の応急対応計画・被災後の生活維持継続計画策定に係る合意形成支援事業」の一環


として作成したものです。 
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第１章 ＭＬＣＰの考え方と活用方法 


１．はじめに 


この「MLCP プロトタイプ」は、首都直下型地震（震度６強）の発生を想定し、マンシ


ョンで実際に起こりうる状況に対応するとともに、自助と共助により災害時にもマンショ


ンに在宅しながら最低限の生活継続ができることを目指しています。 
マンション防災は、地震の発生に備える活動だけでなく、マンションの建物・設備の耐


震化やマンションの耐用年数なども考慮して、マンションの区分所有者・居住者にとって


望ましい将来を考えていくことも重要な課題です。防災活動を進めることを通して、防災


会が管理組合の理事会とも協力し、こうした課題についても皆さんと共に考えていきたい


と思います。 
防災活動は１～２年で完成するものではありません。防災訓練など試行錯誤を繰り返し


ながら最善の対応策を模索するとともに、マンション居住者全体で取り組みできるように


継続し取り組むことが大切です。 
より豊かで楽しいコミュニティづくりと、万一に備える災害対策を進めるため、各マン


ションの管理組合、区分所有者と居住者の皆さまが、地域の皆さま、行政等の皆さまのご


協力も得て、ご自身のマンションの MLCP を作成してください。 
 


２．ＭＬＣＰ（マンション生活継続計画）とは 


「MLCP プロトタイプ」は、災害（地震）に対する日頃の備え、発災時の対応、被災後


の共同生活、復旧・復興についての考え方を整理し、計画的に備えるための基礎的な事項


を各マンションの実情にあわせて作成する必要があります。 
MLCP の作成について○○市地域防災計画は、以下のように示しています。 
 マンション等の集合住宅は、建築物としては堅固であり倒壊や延焼の恐れが少な


い一方、エレベーターの使用不能によるいわゆる「高層難民」の発生や、建物や


給排水設備等ライフラインが損傷した場合の復旧に、管理組合としての意思決定


を要するなど、戸建て住宅にない問題がある。 
 マンション等の集合住宅では、管理組合等を中心に自主防災組織を設立して、管


理会社や市と連携しながら集合住宅特有の問題解決にあたる必要がある。 
 マンション等の集合住宅の建物は堅固であるため、自主防災組織を中心とした日


頃からの災害への備えにより、発災後も自宅での生活を継続できる可能性が高


い。 
 マンション等の集合住宅の管理組合等は、発災後も共同して生活を継続するため


の「マンション生活継続計画」（ＭＬＣＰ※）を作成し、建物の補強、電気、水


道等の設備の改善、資機材等の備蓄及び居住者による共助の基礎づくり等を進め


る。 
 市は、マンション等の集合住宅の防災力を強化し、発災後も住民が自宅での生活


を継続できる可能性が高い。 
 マンション等の集合住宅の管理組合等は、発災後も共同して生活を継続するため


の「マンション生活継続計画」（MLCP※）を作成し、建物の補強、電気、水道


等の設備の改善、資機材等の備蓄及び居住者による共助の基礎づくり等を進め


る。 
 市は、マンション等の集合住宅の防災力を強化し、発災後も住民が自宅で生活を


継続す ることを可能にするため、管理組合等の MLCP の作成等を支援する。 
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※MLCP は（Mansion Life Continuity Plan）の略で、次のような内容が含まれる。 
①発災時、応急復旧時、復興時等の段階に応じた対応策を検討する 
②発災後の生活継続について、生活水準とコストを考慮した選択肢をつくる 
③発災前の準備を進める（建物・設備の改修、規定類の整備、資機材の備蓄等） 
④役員等の不在時の意思決定、役割分担を決めておく 
⑤情報連絡を維持する方法を具体的に決めておく 
⑥高層階への対策を具体的に考える（揺れ、エレベーター停止等） 
⑦大規模マンションの集会室等を、一般避難所と同様の救援物資搬入先とする 
 
この「MLCP プロトタイプ」は一般社団法人マンションライフ継続支援協会（MALCA）


が、上記の○○市地域防災計画の考え方と、実在のマンションであるＥマンションの諸条


件をもとに作成したものです。 
 
３．ＭＬＣＰ（プロトタイプ）の考え方 


（１）基本は臨機応変の対応 
この MLCP プロトタイプは、○○市地域防災計画をもとに、自主防災会が管理組合に


協力して、発災後も住民が自宅で生活を継続できるようにすることを目指して作成しまし


た。 
地震は、いつ、どのように発生するか分かりません。地域やマンションがどの程度の被


害を受けるかもわかりません。この MLCP プロトタイプは、一定の条件を想定して、日


頃の備え、発災時の対応、自宅マンションでの避難生活、復旧復興についての取り組みを


示していますが、ここで想定していない事態が起きる可能性もあります。 
地震等の災害対策には、いつも柔軟な思考、臨機応変な判断と行動が求められますが、


そのためには、災害によるリスクの全体像に想いをめぐらし、固定観念にとらわれない対


応ができるようなイメージトレーニングも必要です。 
 


（２）防災マニュアルとの違い 
MLCP は、いわゆる「防災マニュアル」とは少し違います。マニュアルは、定型化され


ている業務を、決められた手順や方法で間違いなく行うための手引書のことをいいます。


地震などの災害対策でも、発災時の対応や機器の操作方法などのマニュアルが必要なこと


がいろいろあります。その一方で、マニュアル化できない、想定を超えた事態が起きるこ


とも考えなければなりません。 
このため、この MLCP プロトタイプでは、生活継続（在宅避難）を中心とする地震対策


の全体の流れについては、一つの例を示すにとどめています。 
MLCP の内容を十分理解して頂くとともに、ここに記載したこととは違う事態が起きる


ことも想定して、自分自身で判断し行動する習慣をつけてください。 
MLCP にもとづく、居住者の皆さんの日々の行動の積み重ねが大災害（大地震）に負け


ないマンションをつくることになります。 
 


（３）「ＭＬＣＰプロトタイプ」で想定する地震 
首都直下型地震（東京湾北部地震Ｍ7.3） 
震源地：東京湾北部（震源の深さ 30～50ｋｍ） 
○○市の震度 ：震度 6 強 
発生時刻：冬の平日午後 2 時 
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第２章 ○○市の地震被害想定と対策（○○市地域防災計画の被害想定から） 


１．○○市の地震対策 


（１）○○市の被害想定 
○○市は平成 25 年４月に○○市地域防災計画を修正し、東京都防災会議が東日本大震


災を踏まえて行った新たな被害想定である「首都直下地震等による東京の被害想定」（平


成 24 年４月）をもとに、想定される４種類の地震の被害の最大値をまとめました。以下


はその概要です。 
 


① 想定地震 


項 目 想定する地震 


種類 
東京湾北部 


地震 
多摩直下地震 元禄型関東地


震 
立川断層地震 


震源 
東京湾北部 東京都多摩地域 神奈川県西部 東京都多摩地


域 
規模 Ｍ7.3 Ｍ8.2 Ｍ7.4 


震源の深さ 約 20Km～35Km 約 0 ㎞～30 ㎞ 約 2 ㎞～20 ㎞


 
② ○○市における被害想定の概要 


被害項目 被害想定結果 


震度 市内最大震度６強 
死者数 ＊人 
負傷者数 ＊人 
 うち重傷者数 ＊人 
全壊・焼失棟数 ＊棟 
 焼失棟数 ＊棟 


建物倒壊棟数（全壊） ＊棟 
避難者数（ピーク時） ＊人 
 避難所避難者数 ＊人 


避難所以外への避難者数 ＊人 
帰宅困難者数（○○市全域） ＊人 
上水道（断水率） ＊％ 
下水道（管きょ被害率） ＊％ 
停電率 ＊％ 


（出典）「首都直下地震等による東京の被害想定（平成 24 年４月東京都防災会議公表）」 


＊死者数、負傷者数、全壊・焼失棟数は東京湾北部地震（冬の夕方 18 時、風速８m/秒）のケースと


する（負傷者数については、死者数が最も多いケースに合わせる） 


＊その他は多摩直下地震（冬の夕方 18 時、風速８m/秒）のケースとする 


 
  







6 
 


（２）減災目標 
○○市地域防災計画は、以下の減災目標を掲げています。 
 
目標１：死者を６割以上減少させる 
①建築物の倒壊による死者を６割以上減少させる。 
②火災による死者を６割以上減少させる。 
③建築物の全壊・焼失棟数を６割以上減少させる。 
 
目標２ 避難者を６割以上減少させる 
①自宅での生活を継続できる自助・共助の推進により避難者を６割以上減少させる。 
 
目標３ 帰宅困難者の安全を確保し、駅周辺の混乱を防止する 
①企業等の備蓄や一時滞在施設の確保により、帰宅困難者の安全を確保し、駅周辺の混


乱を防止する。 
②保護者が帰宅困難となった場合の子育て施設等の対策を推進する。 
 
目標４ ライフラインを 60 日以内に 95％以上回復する 


 
（３）自宅で生活を継続する仕組みづくり 


○○市地域防災計画は、災害時の被害を軽減するためには、すべての市民、事業所等が


「自らの生命は自らが守る」ことを防災の基本として、災害に対する不断の備えを進める


ことが必要であるとしています。 
そのために、市民自らが住宅の耐震化や家具転倒防止、３日分以上の水・食料の備蓄を


推進するとともに、情報や水・食料などを避難所以外にも提供できる仕組みづくりを 行


い、災害時においても避難所に避難しなくても済むよう、自宅で生活が継続できる仕組み


づくりを推進するとし、次のような到達目標を示しています。 
 
 自宅で生活を継続する仕組みづくり 


→＜到達目標＞ 市民自らが、家屋の耐震化や家具転倒防止に取り組み、3 日分以


上の水・食料を備蓄する。（家具転倒防止対策普及率を 60％以上、3 日分以上の


水・食料を備蓄する市民の割合を 70％以上にする。） 
情報・水・食料などを避難所以外にも提供できる仕組みをつくる。 


 「自宅生活継続重点エリア」の指定 
→＜到達目標＞ 耐震化や不燃化が進んでいる地域として「自宅生活継続重点エリ


ア」の指定を進める。 
 


（４）マンション等の集合住宅の生活継続計画 


○○市のライフラインの復旧目標 


電 力 7 日以内 
通 信 14 日以内 
ガ ス 60 日以内 
上水道 30 日以内 
下水道 30 日以内 
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 ○○市地域防災計画は、マンションの生活継続計画について、○○に方針を示していま


す。 


 


第３章 Ｅマンションの立地条件と概要 


１．Ｅマンションの立地条件 


（１）地盤 
○○市はほぼ全域が○○台地上にあり地盤は比較的良好です。「ゆれやすさマップ」（内


閣府）の「揺れやすさ評価」では３段階のなかの上位である「中」と評価されています。 
（２）危険度の評価 


また、第６回（平成 20 年）地域危険度測定調査結果 （東京都都市整備局）によれば、


建物倒壊危険度、火災危険度、総合危険度はいずれも５段階中上から２番目です。 
（３）周辺環境  


Ｅマンションは○○駅にあり○○公園にも至近の交通条件にめぐまれた場所に立地し


ています。 
（４）避難所 


Ｅマンションが所在する地域の避難所は○○小学校ですが、○○小学校の収容可能人員


は＊人ですが、地域の人口は＊世帯、＊人です。（○年○月○日） 
（５）Ｅマンション周辺の公共施設と医療機関 


① ○○小学校 一時集合場所・避難所・救護所（72 時間以降） 
② ○○コミュニティセンター 地域支え合いステーション・情報発信 
災害拠点連携病院 
③ ○○病院 災害拠点連携病院 00-000-0000 
④ ○○病院 災害拠点連携病院 00-000-0000 
災害医療支援病院 
⑤ ○○病院 周産期医療 00-000-0000 
⑥ ○○病院 怪我・慢性疾患/治療・収容 00-000-0000 
⑦ ○○病院 怪我・慢性疾患/治療・収容 00-000-0000 
⑧ ○○病院 慢性疾患・透析医療 00-000-0000 


※ 地図提示 
（６）災害対策に関連するＥマンション周辺のコミュニティ活動 


コミュニティセンターとコミュニティ協議会、福祉の会、地域マンション交流会等記載 
 
２．Ｅマンションの概要 


（１）マンションの概要 


事 項 概要 


所在地  


交 通  


都市計画  


敷地面積  


建築面積  


建築延面積  
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   階 高  


構造・規模  


総戸数  


竣 工  


設計・施工  


管理会社  


電力  


非常用発電機  


上水道  


下水道  


ガス  


エレベーター  


 


（２）設備等の災害時の対応 
①非常用発電機 
②エレベーター 
③インターフォン、オートロックシステム 
④給水 


 


３．Ｅマンションの建物・設備の耐震性 


（１）旧耐震設計基準の建物 
Ｅマンションは 1977 年（昭和 52 年）1 月竣工の旧耐震設計基準による設計・施工され


た建物で、竣工後＊年が経過しました。 
（２）建築上の特徴等 
 Ｅマンションの建物は、以下のような特徴があります。 


（４）設備の脆弱性 
調査の結果、管理組合で対応策を検討する必要があります。 


 


第４章 地震発生時にＥマンションで想定されるリスク 


１．地震リスクの全体像 


地震対策では、まず発災時にケガをしない、火事を出さないといった人的・物的被害が


起きないように、減らすようにすることが極めて重要です。 
しかし、現在発生が懸念されている首都直下地震などは、長期にわたり私たちの暮らし


と社会を大きな混乱に陥れるような被害をもたらす可能性があります。また、消防、警察、


管理会社など日頃頼りにしている組織が機能不全に陥る可能性もあります。 
地震対策、備えを考えるときは、発災時のリスクだけでなく、その後に想定される様々


なリスクを含め、被害の全体像を視野に入れて考える必要があります。 
 


２．発災後の時間経過と５段階のリスク 


MLCP では、大地震が発生したときに直面する可能性のあるリスクを、時間の経過  


にあわせて５段階に分けました。 
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リスクの全体像を把握するために、Ｅマンションの居住者が直面するかもしれないこと


をまとめて記載しました。 
誰でも悪いことはできるだけ考えたくないものですが、地震対策は最悪の事態を想定す


ることが被害を減らすことにつながります。 
地震のリスクは、地震が起きた季節・日・時間等によって違います。ここでは、東日本


大震災が発生したのとほぼ同じ、3 月中旬の平日、午後 3 時頃に地震がおきたと想定しま


す。 
この時間に地震が発生した場合、マンションの居住者の多くは外出中で、帰宅困難者も


発生します。また日没まで３時間程度しかなく夜間は特に冷え込みます。被災者にとって


特に厳しい環境になります。 
この他にも様々なケースが考えられます。ワークショップ等でいくつかのケースを想定


し、対応策を考えることが必要です。 
 


（１）一次リスク（発災時の揺れや衝撃による被害） 
地震発生時の強い揺れによって生ずる建物の損傷、家具転倒、出火等による負傷や死亡


の被害がおきるリスクです。本震がおさまった後からおきる余震による被害もおきる可能


性があります。まず、自分と家族の身を守ることが必要です。 
地震発生時に直面するリスクとして、次のようなことが想定されます。 
①地震の揺れや衝撃等による負傷、病状悪化、死亡等 
・建物の倒壊や破損によるもの 
・家具等の飛来・転倒等によるもの 
・火傷 
・恐怖によるパニック、病状の悪化等 
②出火したが火を消せない 
③閉じ込め等 
・ドアの変型等による住戸内の閉じ込め 
・エレベーター内での閉じ込め 
・立体駐車場内での閉じ込め 


 
（２）二次リスク（情報不足や救援の遅れ等によるリスク） 


地震の最初の揺れが一応おさまった後も、余震のおそれがあります。 
こうした中で、親しい人や家族と連絡を取り合う、ご近所の安否確認等をする、被害状


況を調べる、災害対策本部を立ち上げる、避難について相談するなど、居住者個人として


も防災会や管理組合としても様々な行動をしますが、慌てて行動をするとかえって被害を


拡大することもあります。大切なことは混乱の中でも冷静な判断と行動をすることです。 
普段と全く違うことは、電気、水道などのライフラインが止まり、エレベーター、イン


ターホン等の設備、スマホや携帯電話などが使えないことです。 
また、消防、警察、管理会社など平素頼りにしている組織も機能しないか、対応に時間


がかかることです。 
居住者の人命にかかわる恐れがあるなかで、救助、救出、応急手当等を居住者だけで行


わなければならない可能性があります。 
①地震の揺れが一応おさまった時点で想定される状況 
・強い余震が続いている 
・倒壊や大破した周囲の建物から火が出ている 
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・被害の全貌は分からないが、マンションのあちらこちらが壊れている 
・電気が止まり照明はもちろんエレベーター、オートロック、インターホン等も使えな


い 
・受水槽の水はあるが市営水道は断水している模様 
・固定電話も携帯電話もまったく通じない 
・家族との連絡がとれない 
・110 番も 119 番もつながらない 
・管理会社とも連絡がとれない 
②居住者の安否確認や救出に関係するリスク 
・無事ですシートを貼っていないお宅への対応の仕方がわからない 
・不在なのか室内で倒れているのか分からない人がいる 
・救助・救出等に必要な資機材が無い、又は有るが使えない 
③救助や手当が必要な人への対応に関係するリスク 
・救助や医療機関と連絡がつかず、手当の方法が分からない 
・医薬品等がない 
④帰宅困難者等を把握できないリスク 
・子ども、高齢者等の保護者等が不在のお宅がある 
⑤建物・設備の被害を把握できないことによるリスク 
・排水管の状態が分からないから、水をながすことができない 
 


（３）三次リスク（被災後の状況判断が難しいリスク） 
地震で社会全体が大きな被害を受け、混乱しています。マンションの建物や設備も被害


を受け外部に避難するべきか、マンション内に留まるべきかの判断も簡単には付きません。


帰宅困難になる居住者もいます。 
マンション内外の状況を把握して、行動方針を決めなければなりません。多くの困難と


リスクがあるなかで、外部に避難するのか、マンションに留まり在宅避難をするのか当面


の方針を決めます。 
どちらの場合にしいても、マンションの居住者はできるだけ共同行動をとることで、行


政等の支援が受けやすくなり、復旧復興の段階になってもスムーズな合意形成ができる可


能性が大きくなります。 
居住者の皆さんは、それぞれ家族のことなどを抱えています。とてもマンション全体の


ことなど考えられない、共同行動などとれないから、独自に行動するという人も出てくる


かもしれません。 
居住者がお互いに助け合い、協力して被災後の困難な状況を乗り切ることができないこ


とが最大のリスクだといえます。 
３月中旬の平日午後３時に地震が発生したという想定ですから、６時頃には日が暮れま


す。こうしたなかで想定されるリスクを例示します。 
①組織的対応ができないリスク 
・リーダーの不在等で災害対策本部を立ち上げられない、或は機能しないリスク 
・在宅者の役割分担が出来ない 
 
②状況判断ができないリスク 
・地域の被災状況、危険性が分からない 
・マンションの建物・設備の被災状況等が把握できない 
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・マンション外に避難するのか、マンションに残留するのか決められない 
③外部に避難するときのルールが無いリスク 
・まとまって外部に避難するときの、電気、水道等への措置 
・帰宅できていない居住者への連絡方法 
・不在中の警備等 
・別々に外部避難をする場合の連絡方法等 
・要支援者への対応 


 
（４）四次リスク（在宅避難生活のリスク） 


①在宅避難のルールが無いリスク  
・普段とは全く違う状況のなかで、プライバシーを尊重しながら、お互いに助け合うた


めには、独自のマナーやルールが必要です。 
②食糧、飲料水等が無い、足りないリスク 
・Ｅマンションは、飲料水、食糧、簡易トイレ、医薬品といった生活用品は各戸の居住


者がそれぞれ少なくとも３日間分を自宅で備蓄することにします。日常生活の中で使


う食材等を多めに常備して、使いながら、いざという時に備る「ローリングストック


方式」を含めて、各戸で出来るだけ多く備蓄してください。 
③電源がないリスク 
④衛生管理が出来ないリスク 
・水道が使えない、トイレも不自由・ストレスや睡眠不足等による体調不良、体力低下


等で、体調不良になり感染症にかかりやすくなる 
・ゴミ・汚物等の処理ができない 
⑤高齢者や幼児等を支援できないリスク 
・エレベーターが使えないなかでの、高齢者等の生活支援 


⑥オートロック等が使えないリスク 
・オートロック等のセキュリティ装置が停電のため使用できない、玄関ドアが歪んで施


錠できない 
⑦居住者間の不和や対立のリスク 
・在宅避難のマナー違反 
・プライバシー侵害 
・居住者間の不和による争い 
・無断退去者等の発生 
⑧建物・設備の損傷個所の応急措置が遅れているリスク 
・建物の破損箇所への応急措置ができないことでの二次災害の可能性 


 
（５）五次リスク（生活再建や復旧復興がスムーズに進まないリスク） 


被災後の居住者の皆さん一人ひとりの生活の立て直し、被害を受けたマンションの復旧


復興がスムーズに行かないと大変です。 
公的な支援制度を活用し、一日も早く元の生活を取り戻すためにはみんなの協力が必要


です。 
特に被害を受けたマンションの修繕や建替えなどをするためには区分所有者の皆さん


の合意がどうしても必要です。区分所有者のなかに考え方や意見の対立があると、居住者


の皆さんの生活再建やマンションの資産価値に大きな影響を与えるリスクです。 
①被災者への支援、生活再建についての正確な情報が無いリスク 
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・正確な情報が得られないなかでデマや流言飛語等に惑わされる 
・正しい知識がないため、行政による支援措置などを受けることができない 
②被害調査についての知識がないことによる誤解や混乱がおきるリスク 
・各種の被害調査の目的や違いわからない 
③マンションの被害の程度が分からないことによるリスク 
・復旧についての考え方を整理できない 
・復旧方針について冷静な検討ができない 
・棟や場所による被害の違いを正確に把握できない 
④マンションの復旧復興の手順や手続きが分からないリスク 
・復旧復興が迷走し遅れが生じる 
・区分所有者間の不信感等が生まれる 
⑤復興復旧について意見がまとまらないリスク 
・合意形成が遅れることによる復旧復興の遅れ 
・訴訟等になり区分所有者間に修復不可能な亀裂が生じる 
以上、想定されるリスクを列記しましたが、マンションの災害対策を考えるためには、


地震が発生したとき、どのような事態になるのかをイメージして、それぞれの立場で対策


を考えることが必要です。 


 


第５章 災害に備える組織体制 


Ｅマンションの災害対策は、防災会を中心に以下のような活動を行っています。 
しかし、マンション管理の中心は管理組合であり、重要なことは管理規約や使用細則に


定めなければなりません。 
既に整備されている事項と、まだ検討されていないこともあります。管理組合と防災会


が連携して役割分担をしながら、災害に備えることが必要です。 
 


１．Ｅマンション防災会 


災害に備えるための具体的な実務を担うのが居住者による自主的な団体である「Ｅマン


ション防災会」です。 
 管理規約等の規定はありませんが、防災会の役割は概ね次のように考えられています 
 ①居住者の防災意識を向上する活動 
 ②防災訓練等の企画と実施 
 ③災害発生時の対策本部の設置 
 ④災害発生時の安否確認等の実施 
 ⑤災害弱者への支援、救護等の実施 
 ⑥在宅避難生活の支援 
 ⑦市役所や近隣の住民との連携 


※防災力向上のため建物・設備等を改善すること、災害で破損した個所の復旧復興等の業


務は、理事会を中心とする管理組合が行うべきものです。 
 


２．災害対策本部について 


防災会は、居住者の有志による自発的な組織ですが、防災委員として活動する会員が全


フロアにいます。震度５弱以上の地震が発生したときは、昼夜を問わず災害対策本部の設


置と各戸の安否確認を行います。 
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※組織体制図 


 


 


３．防災ＢＯＸ・スタート指示書・各種マニュアル 


地震等の災害が発生した時に災害対策本部を設置する○○に、初動期に必要な資材とマ


ニュアルを入れた「防災箱」を置いてあります。 
この中には、マンションに居合わせた防災会のメンバーが誰でも、災害対策本部を開設


し、安否確認等ができるように「指示書」を入れてまります。 
また、防災会活動の具体的な内容や手順を記載した活動マニュアルを作成しています。 
別冊「マニュアル集」をご覧ください 
 


４．管理会社との協働 


Ｅマンションの管理組合は、○○管理会社との間で管理委託契約を結び、管理実務を委


託しています。管理会社は、この契約にもとづき災害が発生したとき、管理組合（理事長）


の承認を受ける時間的な余裕がない場合、承認を得ないで専有部分に立ち入ることなどが


できます。 
災害の発生に備える防災業務については管理委託契約には明示されていません。管理組


合と管理会社の、災害対応の「協定」等を結んで役割分担等を定めることにします。 
 


５．今後の課題 


地震発生時に、防災会を中心に生活者の視点で対応することは出来るようになっていま


す。しかし、管理組合と防災会の関係、管理規約等に防災業務の内容を記載すること、管


理組合と管理会社の役割分担等について明確にし、組織的な対応がスムーズに行くように


するための検討を進めていきます。 


Ｅマンション災害対策本部編成 


修繕委員会 


（被害状況の確認） 


理事会 


（決定機関） 


管理会社 
（支援） 


防災会 対策本部長 


（全体の統括・指揮） 


対策副本部長 


（情報の統括・発信） 


救助・救護班 


助け合いコーナ


ー開設・運営 


 


生活班 


備品の調達・各


班のサポート 


開設・運営 


情報班 


本部と居住者の 


情報を集約 


 


防犯班 


マンション内 


パトロール 
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第６章 地震発生時の自宅での対応（一次リスクへの対応と備え） 


１．各住戸（自宅）での発災時の行動 


地震で命を落とさないかどうか？ 大きな分かれ目は最初に数分間です。以下の内容小


さなお子さんからお年寄りまで、居住者の皆さんが覚え、とっさに行動できるように、以


下に示す内容をもとにマニュアルを作成・配布し、ワークショップ、訓練などを通して徹


底します。 


特に、大地震発生時には、ケガをしても 119 番が通じず救急車が来ないかもしれません。


病院も負傷者を受け入れる余裕がないかもしれません。応急手当をするのは家族やマンシ


ョンの居住者になるはずです。医薬品も無いなかで包帯をすることしかできないというこ


ともあり得ます。 
助けられる側になることは自分自身が辛いだけではありません。一人のケガ人のために


何人もの居住者が手を割かれることになります。他人に助けられる側にならないように気


をつけて、「助ける側になること」は、地震対策の第一歩です。 
 


（１）地震発生！ 揺れている間は 
 まず、自分の身を守る 


地震はいつ起きるか分かりません。その時、自分がどこで、何をしているか、親しい


誰かと一緒にいるかどうかも、もちん分かりません。 


地震発生時の対応は、どこにいる場合でも、「とにかく自分の身を守る」こと。そのた


めには、まず深呼吸をして、慌てずに落ち着いて行動をすることです。 


グラッときたら、とにかく身を守る行動をしてください。 


 頭を保護しながら、窓・食器棚・家具から離れる 


布団やクッションや本などを使い頭を守りながら、ガラスが割れてケガをする危険性


がある窓や食器棚、転倒する危険がある家具などから離れて、テーブルの下にもぐる


など、安全と思われる場所に身をかくすようにします。 
 家にいる家族の安全確認 


地震が起きたとき別の部屋にいる家族が無事か？ お互いに声をかけあってくださ


い。ただし、揺れている間は、むやみに動くのは危険です。安全な場所から動かない


ようにしてください。 


 玄関ドア・バルコニー等側の戸を開けて出口を確保 
地震の揺れで玄関ドアが歪み、外に出ることができなくなることがあります。外部に


避難することが出来るようにしてください。 
（外部の安全が確認できるまでは、むやみに外にでると危険なこともあります） 


 情報機器が使えるか確かめる 
電話（携帯・固定）、スマホ、ＰＣ、テレビ、ラジオ等の情報機器がどの程度、使える


か確認をしましょう。 
市役所からの防災無線による情報内容を把握することや、テレビ、ラジオ等で地震の


規模、被害状況などをできるだけ正確な情報を入手することが必要です。 
 家族や親しい人との連絡 


普段から災害時の連絡方法を話し合っておきましょう。また災害伝言ダイヤルの利用


方法も知っておきましょう。 
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（２）ひとまず、自分と家族の身を守ったら 
 「無事ですシート」を玄関扉に貼る 


揺れが一応おさまり、自分の身を守ることができたら、「無事ですシート」をドアの外


に貼ります。 


ケガをしたり、揺れで体調が悪くなるともあります。「無事です」シートを貼る力がな


いときは、外の人と連絡がとれるようにできるだけドアの近くまでいくようにしまし


ょう。出来ればホイッスルを吹いたり、鈴を鳴らすなどして助けを求めましょう。 


 同じフロア同士で互いに声をかける 
防災会としての安否確認が始まる前に、取りあえず隣近所のお宅同士で声をかけあい


お互いの状況を確かめましょう。 


 
（３）初期消火の方法 


別冊：「マニュアル集」をご覧ください 
 


２．日頃の備え 


（１）家具転倒防止等の室内の安全対策 
①高層階になるほど地震の揺れが大きくなる 


地震の揺れは上層階になるほど大きくなる傾向があります。１階で震度４程度でも、


高層階では食器類が落下する震度５弱、家具が転倒する震度５強になることがありま


す。震度６弱ならば８～９階は震度７で家具が散乱し重傷者が出ることにもなるはず


です。           
東京湾北部を震源地とするマグニチュード 7.3 の地震が冬の夕方（18 時に発生した


場合、東京都の被害想定によると、都内全域で 159,000 人以上が負傷しますが、その


内 34%、54,500 人が家具類の転倒、落下により負傷するとされています。マンショ


ンの場合は、大部分の人が３階以上に住んでいますから、家具転倒防止は絶対に行う


必要があります。 
②家具転倒防止の実施等のご相談は防災会で受け付けます。 


マンションの家具転倒防止の必要性は、各方面で強調されていますが、実際にはあま


り実行されていません。これはＥマンションでも同じだと思います。 
また、実施している場合でも、十分効果がある転倒防止が行われていないこともあり


ます。その原因として次のことが考えられます。 
・高齢者だけの世帯などで、自分たちだけでは行うことができない。 
・壁などのどの部分に、どんな方法で家具を止めたらいいのか分からない 
※室内の家具の転倒防止対策（日本建築学会） 
別冊：「マニュアル集」をご覧ください 
※東京消防庁が作成した「家具類の転倒・落下・移動防止対策ハンドブック」もイン


ターネットで閲覧、ダウンロードすることができます。 


 http://www.tfd.metro.tokyo.jp/hp-bousaika/kaguten/handbook/ 


（２）水、食糧、そして簡易トイレ、少なくとも３日分を備蓄 
近所の小学校などに開設される避難所は、家が倒壊したり焼失した人を優先的に受け入


れます。マンションは建物が頑丈なだけに、避難所に行かず自宅で生活を続けることも考


えておきましょう。そのために、1 人 1 日 3 リットル程度の飲料水と食糧を、少なくとも


３日間は備蓄してください。 
電気やガスが使えないとき、カセットコンロがあると便利です。ガスボンベも忘れずに







16 
 


備蓄することをお勧めします。 
また、地震が発生したら水洗トイレは使わないでください。排水管に不具合がおきて階


下の方に大変な迷惑をかけ、トラブルになったら大変です。臭材や凝固剤のある簡易トイ


レを使用し、管理組合から指示があるまでの間はバルコニー等で保管してください。 
 


（３）照明の準備 
停電で真っ暗になると恐怖心が大きくなります。地震にあった方は、灯りの有難さが本


当に分かったと言います。懐中電灯だけでなく、いろいろなタイプの照明が販売されてい


ます。住戸やご家族構成にあわせて照明器具を用意してください。もちろん電池も忘れず


に。 
 


（４）家族等の連絡方法を決めておく 
家族が別々の場所にいるときに、地震が起きることも考えておきましょう。電話は通じ


にくくなりますが、ＮＴＴや各携帯電話会社の災害伝言ダイヤルなどは利用できます。体


験利用もできますから使い方を覚えください。  
勤務先で地震にあったとき、むやみに帰宅をしないことが新しい常識になっています。


小さなお子さんなどを自宅に残して帰宅困難になることも想定して、家族で話し合ってお


きましょう。 
 


■シェイクアウト 
日頃、自分でできる訓練として＜シェイクアウト＞という方法もあります。テーブル 
の下などに入ることで身を守る、初歩的ですが大切な訓練です。ときどき自宅で実行し


てみたら、いかがでしょうか。 
①姿勢を低く  
②体・頭を守り  
③揺れが収まるまでじっとする 
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■わが家の安全チェックリスト 


 
■地震が起きたら【時間別行動マニュアル】 
大地震発生の直後から 1 時間、1 時間後～10 時間後（午前 0 時）、大地震発生 2 日目以


降と時系列で発生する事象や対応するべき事項に合わせて行動するべきことをまとめまし


た。 
（１）大地震発生の直後から 1 時間、1 時間後～10 時間後（午前 0 時）、大地震発生 2 日


目以降と時系列で発生する事象や対応するべき事項に合わせて行動するべきことをま


とめました。 
 
（２）各時点で行動するべきことについては 


①各住戸での対応、 
②各フロアでの対応、 
③理事会・防災会を中心に災害対策本部としての対応 
に区分し、大地震発生後、誰もが迷わずに速やかに行動できるように留意しながら 
まとめました。 


 
 してある 


  ある 


していない 


  ない 


１．家具等の転倒防止をしていますか？   


２．窓ガラスや食器等の飛散防止をしていますか？   


３．消火器は身近なところにありますか？   


４．とっさに机の下など安全なところに入れますか？   


５．懐中電灯に電池は入っていますか？   


６．停電時でも情報入手できる携帯ラジオなどがありま


すか？ 
  


７．家族の連絡場所を決めてありますか？   


８．災害時伝言ダイヤルの使い方を知っていますか？   


９．飲料水の備蓄はありますか？   


１０．食料の備蓄はありますか   


１１．簡易トイレや携帯トイレ等はありますか？   


１２．携帯コンロ等はありますか？   
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地震が起きたら【時間別行動マニュアル】 


 


 地震発生 ●まず自分の身を守る 


 ◆頭を保護しながら、窓。家具、食器棚から離れる 
●家にいる家族の安否確認 


●玄関ドア・ベランダ側の戸を開けて出口の確保 


１分～３分 


揺れが 
おさまったら 


●まず自分の身を守る 


 ◆頭を保護しながら、窓。家具、食器棚から離れる 
●家にいる家族の安否確認 


●玄関ドア・ベランダ側の戸を開けて出口の確保 


３分～５分 


安否確認 
火災発生防止 


10 分～数時間 


正しい情報の確


認 


４日以降 


避難・被害を 
広げない 


●災害情報と被害情報の収集 


 ◆安全・生活に関する情報は各階エレベーター前に掲示 
●水・食料は蓄えているものでまかなう 
●排水管の安全を確認するまでは、生活排水は流さない 


●一人でがんばろうとしない、まわりの人と助け合う 


●避難所、ライフライン、交通などの正しい情報を集める 


●風評に惑わされないで冷静に判断する 
●生活必需品はなるべく備蓄でまかなう、できれば一週間 


●建物の倒壊などの危険があれば避難する 


 ◆避難する時の注意 


 火元確認・電気のブレーカーを切る・避難先のメモを残す・


本人確認できるものを持つ（運転免許証、健康保険証等）・


頭を保護するもの（ヘルメット・防災すきん） 


数時間～３日 


近隣の救出 
消火活動 


●マンション防災対策本部立ち上げ後は防災会に協力 


 ◆各フロアの担当は安否確認が済み次第本部に報告 
●余震に注意する 
 ◆エレベーターをつかわない 


◆水道・トイレは使わない 


●ラジオなどで正しい情報を確認


●「無事ですシート」を玄関扉に貼る 


●同じフロア同士でお互いに声をかける 


●近くに出火がないか確認 


 ◆火が出ていたら大声で知らせる 
◆消火器を使って初期消火
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第７章 災害対策本部の設置 


１．震度５弱以上で災害対策本部を設置し＜安否確認＞を実施 


○○市で震度５弱以上の地震が発生した場合は、次の手順で「対策本部」を立ち上げ、


昼夜を問わず「安否確認」を行います。 
 ①東京（○○市）で震度５弱以上の地震発生時に災害対策本部を設置します。 
 ②理事会の理事長（副理事）、防災会委員が、１階集会室に災害対策本部を立ち上げる。 


エレベータ停止の場合は、下階層（１～５階）の委員を中心に本部を立ち上げます。 
 
２．災害対策本部用の防災箱と備蓄品 


（１）対策本部の防災箱 


対策本部の防災箱に入れておくもの 


対策本部設置の手順書 


本部を明示する旗・幟 


役割分担表（記名済のものと、無記名のもの） 


住戸の状況確認表 


要援護者リスト 


役割分担表（記名済のものと、無記名のもの） 


住戸の状況確認表 


要援護者リスト 


 
（２）災害対策本部用の備蓄品 


１ 
防災用工具（大・小ハンマー／のこぎり／番線カッター／ツルハシ／木槌／ 


スコップ／カナテコ／バール） 


２ 担架 ２台 


３ マット ５枚／ブルーシート 


４ 安否確認ボード 


５ 机 ３台 


６ トランシーバー／乾電池 


７ 救急用品 


８ 文具類（ガムテープ・マジック・名札） 


９ ランタン ５台 


 


３．被害状況の把握 


（１）被害状況の把握 
 安否確認がある程度できたら、マンション内外の被害状況を把握します。 
自分のフロアから見える建物・設備の損傷状態を把握し、出来れば写真撮影します。 


 
（２）被害を受けた建物・設備の応急措置 


居住者の安否確認や救出・救助とともに、建物・設備の被害を把握し、危険個所に
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立ち入らないように措置をしないと二次災害を招きかねません。暗くならないうちに


被害箇所を写真にとるなどし、情報を共有することと、立ち入り禁止等の措置をして


居住者全員に周知徹底する必要があります。 
 


（３）周辺の被害状況の把握 
   上層階からは周囲の状況が分かります。できるだけ写真に記録します。 
  これらの各階ごとに集めた情報を、集約ことでマンション全体や周囲の被害状況を把


握しやすくなり、今後の方針の検討に役立てることができます。 
 
（４）安全確認シート 


  別冊：マニュアル集をご覧ください。 
（５）トランシーバーによる連絡と状況把握 


  別冊：マニュアル集をご覧ください。 
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４．情報伝達のルール 


  情報伝達のルール   


1. 伝言ダイヤル（１７１）を防災会で実際に試す。（各家庭でも） 


使用方法や伝えるメッセージの内容、各電話番号を書き出して電話機の前に貼っておく。


（１０円・１００円を準備、テレカは非常時使えない） 


2. 情報を得るために、ツイッターやフェイスブック、Ｅ-メール他、どういう方法で利用で


きるのか調べて使えるようにしておく。 


それに必要なラジオやＰＣ、スマートフォンの用意して、常に情報を入手できるように


する。また、帰宅困難者からの問い合わせに答えられるようにメーリングリストを整備


しておく。 


3. 情報を取ったら、取れない人にどのように伝えるのか決めておく。管理員室やエントラ


ンスに貼り紙して情報共有する。（模造紙、ホワイトボードの用意） 


4. 隣、各階への声掛けも大切。何か決まったことを周知するのは各階防災会員、もしくは


小中学生など子どもに活躍してもらう。 


5. 学校の伝言ダイヤルを使用して情報の確認をする。 


6. 役員を役所に派遣し、最新情報の収集とマンション状況説明、救援物資の供給を強く依


頼する。 


7. バッテリーの確保（乾電池、太陽光発電、手巻き発電）して、貸しだす？ 


8. 防災委員は在宅の場合、各階の安否確認をして本部に報告する。閉じ込めや怪我人を見


つけたらすぐに救援を頼む。在宅者で救助をし合うため、救援要請を求める。 


9. 防災委員の連絡網を作っておき、情報や連絡事項を共有する。 


10. 建物の不具合を見つけたら本部に報告し、使用禁止など貼り紙やコーンを立て、注意喚


起する。 


11. 助けの必要な人の手当てはどうするのか？（下におろす？） 


12. 「無事ですシート」を活用する。不在の場合シートには「○○にいます」とメモを挟む。


13. 家族の安否がすぐに確認できなくても、慌てずに信じて待つ。 


14. 情報は箇条書きにして貼ることで連携する。 


15. 管理会社を巻き込んで基本的ルールを作っておく。 


(ア)管理会社は災害時に何をするのか箇条書きにしておく。 


(イ)管理事務室がセンターとして機能するようにしておき、対策本部との連携をはかる。


 
５．情報を共有し、みんなで一緒に行動 


（１）情報の共有 
①各フロアで収集した安否確認や被害状況の把握等の情報を、対策本部に集約します。 


   次々に入ってくる情報をホワイトボードや模造紙に書き込んでいきます。 
②情報不足によるデマや流言飛語による混乱を防ぐため、テレビ・ラジオ等で入手でき


る情報を、的確に居住者に伝えるようにします。 
③マンションの人的物的被害と、地域の周辺状況を総合してマンション外への避難か


マンションに残留するかを判断します。 
 
（２）出来るだけ一緒に行動する 


①地震の揺れがおさまった後でも、余震があるうえに、まち全体が大混乱になります。


事故などに巻き込まれないためにも、居住者はできるだけ、まとまって行動をするこ
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とが重要です。 
②災害対策本部の役員等が協議して判断、決定をしますが、重要な問題は出来るだけみ


んなで考え、一緒に行動できるようにします。 
③居住者がばらばらに行動をして、連絡がとれなくなると、大切な情報が伝わらず、救


援物資の受け取りが出来ないことや、復旧復興に必要な会議に参加できないといっ


たこともあります。 
 


６．思いやりコーナー 


 余震が怖い、階段の上り下りが辛い、保護者が帰宅しないといったお年寄りや小さなお子


さんのために「思いやりコーナー」を災害対策本部の脇に開設します。 


 
７．外部に避難する場合 


（１）単独で外部に避難する場合 
やむを得ない事情で単独でマンションを離れる居住者は、連絡先等を必ず対策本部に伝


えてから退去することを徹底します。 
 


マンションを離れるときは 


単独で避難や疎開をするときは、必ず本部に連絡先などを届けるようにしてくださ


い。 
火災や漏水事故などを防ぐために、電気のブレーカーを落とし、水道の元栓を必ず閉


めて下さい。 
玄関ドアの施錠については、本部の指示に従ってください。 


 
（２）在宅避難が困難なため、全居住者が外部に避難をする場合 
  ①マンションの建物・設備の被害が大きいことや、マンションの周囲が危険な状態で 


あるため全員で外部に避難することもあります。 


   こうした場合も、市役所等と相談をしながらできるだけ居住者全員が共同行動をと


るようにします。 


  ②外部に避難するときは、以下のような事項を徹底するようにします。 


 


在宅避難が困難なため、外部に避難をする場合 


出来るだけ共同行動をする 


必ず連絡先を管理組合役員に伝える 


居住者相互の連絡網をつくり、会議等の通知が届くようにする 


電気のブレーカーを落とし、水道の元栓を閉める 


施錠については管理組合の指示による 


犯罪者等の侵入を防ぐための警備・パトロールの実施 
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８．地震被害を受けた建物の簡易な診断 


日本建築学会「我が家の耐震」参照 


 
大きな地震の直後に発生する余震により、建物の一部が落下したり倒壊したりするなど


非常に危険な場合があります。この診断表により自己診断をし、マンションで生活継続を


RC 造建造物の簡易な診断法 


質問（次の質問の該当するところに○をつけてください） 


質問１ 建物周辺に地すべり，がけくずれ，地割れ，噴砂・液状化などが生じました


か？ 


  Ｉ．いいえ ＩＩ．生じた ＩＩＩ．ひどく生じた 


質問２ 建物が沈下していますか？ あるいは，建物の周辺の地盤が沈下しました


か？ 


  Ｉ．いいえ ＩＩ．10cm 以上沈下してい


る 


ＩＩＩ．20cm 以上沈下してい


る 


質問３ 建物が傾斜しましたか？ 


  Ｉ．いいえ ＩＩ．傾斜しているような感


じがする 


ＩＩＩ．明らかに傾斜してい


る 


質問４ 床が壊れましたか？ 


  Ｉ．いいえ ＩＩ．少し傾斜している。下


がっている 


ＩＩＩ．大きく傾斜してい


る。下がっている 


質問５ 柱が壊れましたか？ 


  Ｉ．いいえ ＩＩ．コンクリートがはがれ


ている 


ＩＩ．大きなひび割れが入っ


ている 


  ＩＩ．中の鉄筋が見えている ＩＩＩ．柱がつぶれている 


質問６ 壁（耐震壁）が壊れましたか？ 


  Ｉ．いいえ ＩＩ．コンクリートがはがれ


ている 


ＩＩ．大きなひび割れが入っ


ている 


  ＩＩ．中の鉄筋が見えている ＩＩＩ．壁がくずれている 


質問７ パラペット，外壁，看板，屋上突出物（ペントハウス，効果水槽他）などが


落下しましたか？ 


  Ｉ．いいえ ＩＩ．落下しそう（何


が：   ） 


ＩＩ．落下した（何


が：     ） 


（Ⅲの回答はありません） 


診断（質問１から７を集計して下さい） 


「ＩＩＩ」の答えが一つでもある場合は「危険」です


「ＩＩ」の答えが一つでもある場合は「要注意」です


     


集計 Ｉ ＩＩ ＩＩＩ 


         
 


安 全 要注意 危 険 安 全：建物に入れますが，


注意を怠らないこと 


要注意：建物に入れますが，


十分注意 


危 険：建物に立ち入ること


は危険です 
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する又は避難するかの判断材料のひとつにしてください。 
この診断結果はあくまで目安です。安全と診断された場合でも専門家の診断を受けて下


さい。なお，本診断表と次の「建物概要」は，専門家の診断の際に大変役にたつ資料とな


りますので，あらかじめ記入して分かりやすいところに保管しておくことを，おすすめし


ます。 
専門家の診断に大変役にたつ資料となりますので，あらかじめ記入してわかるところに


保管しておくことを，おすすめします 
建物概要 


建物名称： 


所 在 地： 


所有者 氏名   電話番号 


管理者 氏名   電話番号 


記入者 氏名   電話番号 


建設年 明治，大正，昭和，平成 （   年） 


建物概要 地上  階， 地下  階  （長辺×短辺）：  ｍ×  ｍ


（  ｍ2） 


構造種別 （該当する者には○印をつけて下さい） 


1.鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）， 2.鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲ


Ｃ造）， 3.鉄骨造（Ｓ造） 


4.補強コンクリートブロック造（ＣＢ造）， 5.組積造， 6.木造， 


7.その他（         ） 


外装 該当する者には○印をつけて下さい） 


1.打放し， 2.モルタル， 3.タイル， 4.れんが， 5.石貼り， 6.


ＰＣカーテンウォール 


7.金属カーテンウォール， 8.ＡＬＣ板， 9.ブロック， 10.ボート，


11.その他（        ） 


 


第８章 居住者の安否確認と救助等 


１．安否確認の実施 


 災害対策本部の設置とともに居住者の安否確認を実施します。 
（１）安否確認・安全確認の方法 


①各階の担当者は担当階の全戸の安否確認をして本部に報告します。 
（『無事です』『救助求む』シートの有無を確認し、シートの出ていない住戸はドアをノ


ックする） 
②各階担当者は目視で、担当階の安全確認、初期消火、エレベータの閉じ込めの有無の


確認も行い、必要な場合は本部に連絡します。 
  ③本部要員は安否確認ボードを本部に設置します。 


④本部要員は安否確認ボードに『無事』『救助求む』『応答なし』を集計します。 
 
２．帰宅困難者がいる居住者のお宅への対応 


Ｅマンションは都心から約＊ｋｍに立地しています。帰宅困難者対策条例も制定


されていますから事業所などに留まる居住者も多いはずです。電話等が使いにくい


状態が続いているはずですから、家族との連絡も取れない可能性もあります。特に
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心配なのは高齢者や小さなお子さんのるお宅で、働き手や保護者が帰宅しないとお


世話をする人がいないことも考えられます。 
こうした場合、どのように対応するのかも、該当するお宅の人と相談をすること


も含め検討する必要があります。 
 
３．エレベーター内の閉じ込めへの対応 


首都直下地震の被害想定によればエレベーターの閉じ込めは最大17,000人になります。


通常、閉じ込めが発生した場合、救出できるのはエレベーター会社の社員か消防関係者に


限られていますが、大第地震発生時には救出されるまでどの程度の時間がかかるか分かり


ません。 
Ｅマンション防災会は本事業による訓練の一環として「エレベーター救出訓練」を実施


しました。 
 


第９章 在宅避難生活の実施 


１．在宅避難の実施の決定 


（１）災害対策本部で在宅避難を判断 
このＭＬＣＰは地震発生時に出来るだけ避難所に行かないで、自宅のあるＥマンション


で被災後も生活を続けることを目指しています。 
しかし、旧耐震である当マンションは、地震で生活継続が困難な被害を受ける可能性も


ないとはいえません。 
また、マンションの建物の被害が少ない場合でも、周辺地域の被害が大きく延焼等によ


りマンション内に留まることが難しいこともないとはいえません。 
在宅避難をするか、それとも居住者全員が外部に避難をするかどうかは、管理組合理事


会が防災会と協議をして判断することになります。 
この判断に強制力はありませんが、できるだけ居住者全員が一緒に行動するようにご協


力をお願いします。 
以下、在宅避難を実施することを前提に、実施上の注意事項等を記載します。 
 


（２）災害対策本部の機能充実 
地震発生時の緊急事態に対応するために設置した災害対策本部ですが、在宅避難をする


ことが決まると、在宅避難生活のセンターとしての役割を果たすことになります。 
高齢者等の災害弱者への配慮や支援、共同炊事、衛生管理等々様々な仕事が出てきます。


多くの課題にきめ細かく対応できるように本部要員を増やし、できるだけ多くの人が役割


を分担をお願いします。 
 


（３）在宅避難生活中に実施すること 
  ①正確な情報の入手と伝達 


  災害が発生すると様々なデマや憶測が飛び交います。出来るだけ市役所等との連絡


を絶やさないようにします。 


   →市役所や避難所等との連絡手段の確保  


    援助物資等の確実な受け取り 


 ②在宅避難実施中の生活ルールの周知と徹底 


   →「生活ルール」を予め用意 
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    トイレの使用、ゴミ処理、火気の使用等の注意の徹底 


 ③高齢者等の要支援者や帰宅困難世帯の幼児等への支援 


   →「助け合いコーナー」（集会室内）の開設と運営 


    要援護者の住戸への見回り 


④衛生管理や感染症防止 


  マンション内を清潔に保つように協力をお願いします。 


⑤防犯パトロール等の実施 


   停電でオートロックが使用できません。不審者の侵入を防ぐためにパトロールや 


   入館者のチェック等を実施します。 


 ⑥外部に避難する居住者との連絡の確保 


    外部の避難する人は、必ず連絡先を届け出てください。 
  ⑦破損個所の調査と危険箇所への応急措置 
    →危険物撤去、立ち入り禁止等 
 
２．在宅避難生活の注意事項と検討事項 


（１）在宅避難生活のマナーとルール 
在宅避難生活は平時と全く違う状況のなかで、居住者の皆さんが助け合い、協力しなが


ら少なくとも数日間を過ごすことになります。 
通常の使用細則等とは違うマナーやルールが必要になります。実際に在宅避難が始まっ


てからでは間に合いませんから、居住者の皆さんの意見を聞きながら事前に作成をします。 


 


 
（２）水の使用 


地下の受水層は○○トンの水があります。地震発生時には緊急遮断弁が作動し、各住戸


への配水を停止します。受水槽の蛇口からバケツ等に給水をすることができます。 
 


（３）トイレの使用 
①マンションで「在宅避難」をする場合、最も深刻な生活上の問題はトイレです。上


水道が断水になればもちろんのこと、通水していてもマンション内の排水管が 損


円満な共同生活維持のためのルール 


（イメージ） 


 ゆずりあいの心をもって生活する。  
 共同生活の和を乱さないように、決められたことを守る。  
 共用部分は禁煙。  
 共用トイレは最も密接な共有施設。汚してしまったら自分できれいにする。 
 ゴミの分別収集を徹底し、ゴミ集積場を清潔に保つ。  
 お年寄りや身体の不自由な方、乳幼児を抱えた方など、要支援者への気配りを心がけ


る。 
 家族がいない介護が必要な人の世話を、協力して行い、福祉避難所への移送も考え


る。 
 救援物資の配給が始まったら、秩序ある配分を心がけ要支援者を優先する。  
 外部に移動するときには、電気のブレーカーを落とし、水道の元栓を閉める。必ず連


絡先を伝える。 
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傷していないことが確認できるまで水洗トイレを使用禁止とします。 
②マンションによっては共用トイレとして、備蓄品として仮設トイレを用意し設置す


る方法もありますが、150 人程度に 1 台は必要です。便槽にたまった汚物の処理に


はバキュームカーが必要ですが、大規模地震の発災時には手配が困難だと思われま


す。Ｅマンションでは、住戸のなかで使用できる簡易トイレを、各世帯で準備する


ことにします。 
③各戸で用意する簡易トイレは、凝固剤や消臭剤を含むものとし、汚物は各戸で保管


してください。 
 
（４）衛生管理と感染症予防 


被災後の生活のなかで衛生管理と感染症対策は重要な課題です。東日本大震災では、医


師や保健所職員などがいる避難所でも衛生管理が大変でした。マンションで「在宅避難」


をするときは、居住者がお互いに十分注意し、健康を損なうことがないようにする必要が


あります。 
 
①マンション内外を清潔に保つだけでなく、感染症を持ち込まないために、手洗いや


消毒を心がけ、マスクの着用を徹底する必要があります。 
②居住者のなかで発熱、咳、嘔吐、下痢など症状がある人は早めに申し出てくださ


い。医療機関も混乱しているため、重症でなければ受け入れてもらえないこともあ


ります。インフルエンザの疑いのある人は、必ずマスクをしてもらい、マスクが手


に入らない場合には、「咳エチケット」を徹底してください。咳やくしゃみをする


時には、ハンカチやティッシュなどで口と鼻を覆い、他人から顔をそむけて１ｍ以


上離れます。ティッシュなどはそのままゴミ箱に捨てましょう。ティッシュなどの


使い回しは、感染を広げる恐れがあります。できるだけ、他の居住者の方々とは別


のところで過ごすようにしてください。 
③消化器の感染症は、多くの場合、病原体によって汚染された手指および食品の介し


てうつります。アルコール製剤（消毒液）でよる使い手指を清潔にすることが予防


に効果的です。消化器感染症の予防のためにもトイレ後および食事前に使うように


します。 
  


（５）電力について 
①災害対策本部が機能するために不可欠なのは照明や情報機器に必要な電源です。災


害後の闇の中で点灯する照明の光は人々の心をほっとさせ、本部の実務に使用する


ことを超えた効果を発揮します。重要な情報源であるやラジオをみんなで視聴でき


ることも、共同行動をするうえで重要なことです。 
②電源としては、家庭用のカセットボンベが使用できる家庭用の発電機もあります。そ


れほど高額なものではありませんから、複数台を用意することも考えられます。 
電力の確保は、今後の重要な検討課題です。 
 


※○○市地域防災計画はＭＬＣＰについて、「発災後の生活継続について、生活水準と


コストを考慮した選択肢をつくる」としていますが、このＭＬＣＰでは、電源や飲料


水を確保する条件がないため、備蓄品の食糧、飲料水、簡易トイレ、カセットコンロ


等を称して、最低限の生活を維持することとしています。 
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 第１０章．速やかな生活再建のために 


１．被害から立ち直るために、みんなで協力 


（１）マンションの復旧復興は、みんなの協力が不可欠 
あまり知られていないことですが、マンションの災害対策で最も難しい問題は被害を受


けた建物の復旧復興だといっても過言ではありません。 
それは、マンションが区分所有建物だからです。一戸建ての住宅であれば、被災した建


物の補修、建替え、売却などは、原則として自分や家族の判断で行うことができます。 
ところが区分所有建物であるマンションの場合は、自分の住戸内（専有部分）の壊れた


所は自分の判断で直すことができますが*、建物・設備の大半を占める共用部分の補修は


管理組合の合意が必要になります。 
＊通常は、専有部分の修繕も管理組合（理事会）の承認が必要です。 
しかも厄介なのは、マンションの建物は全体が同じように壊れるとは限らないからです。


Ｅマンションのように、向きや形状の違う建物があるマンションでは、場所によって壊れ


方が違うことはよくあることです。 
Ａさんの住戸がある場所では、それほど大きな壊れ方はしていなくても、Ｂさんの住戸


があるところでは、建て替えをしなければならないと思うほど激しく壊れたといったこと


は過去の地震でもありました。 
阪神・淡路大震災では、こうしたマンションの区分所有者の方たちの意見が分かれて裁


判になり、10 年以上も手を付けることができないケースもありました。 
   


（２）手続きや制度のしくみを事前に把握 
いうまでもなく、これは管理組合が取り組むべきことで、防災会の手にあまることです。


それでも防災会としては、被災したときの補修や建替えなどを、どのような手続きで行う


ことになっているのか？ 制度の仕組みを理解しておくことは必要です。 
災害にあったときは、誰もが冷静な判断をしにくくなります。誤解や思い違いがもとで、


思わぬ対立がおきることもあります。復旧復興に関係する制度と仕組みを知っておくこと


で、誤解や思い違いを防ぐことができるかもしれません。 
仮に、管理組合のなかで深刻な意見の違いがおきたようなとき、議論が感情的になった


り不毛な対立に発展しないようにすることは、日頃から災害に負けないコミュニティづく


りを進めている防災会の大切な役割でしょう。 
 
２．○○市による建物被害の調査 


○○市は二次被害などの防止と、生活再建と復旧復興を支援するために、地域防災計画


にもとづき、建物・宅地の応急危険度判定と、被害家屋調査を行います。 
 


（１）応急危険度判定調査 
応急危険度判定は、災害対策基本法にもとづき被災した建築物や宅地での二次災害を防


止し、住民の安全を確保するために、被災建築物の応急危険度判定及び被災宅地の危険度


判定を行います。 
※地震発生後７日以内に終了することを目標としています。 


 
①地震の被害を受けた建物は、窓ガラス、外壁、屋根瓦等の落下、余震による倒壊など、


人命に影響する二次的災害の原因になることがあります。 
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②調査は、応急危険度判定調査表に基づいて、まず外部調査を行い、外部調査だけでは判


断できない場合、内部調査を行います。 
（通常は内部調査を省略できることになっています。） 


③判定結果は「調査済」（緑）、「要注意」（黄）、「危険」（赤）の３種類のステッカーを建


物の出入り口等の見やすい場所に貼って表示します。  
「危険」と判定された場合は立入禁止となります。 


④応急危険度判定は、あくまでも応急に危険度を判定し、居住者等が二次被害を受けるこ


とを防ぐためのものです。 
「危険」という判定が出た場合に、建物をどのように修理するか、建替えるかどうかと


いった判断をするためには、「被害家屋調査」だけでなく、管理組合が専門家に依頼し


て行う「被災度区分判定調査」が必要になります。 
 
（２）被害家屋調査 
①被害家屋調査は、り災状況を把握するための○○市役所が、内閣府が定める「災害に係


る住家の被害認定基準運用指針」に基づき実施します。 


 ②住家被害の認定基準の概要は次の通りです。 


床上浸水 全壊及び半壊に達しない場合であって、1 階の床面より上に


浸水が認められるもの、又は土砂等の堆積により一時的に居


住できない状態となったもの。 


床下浸水 建物基礎の地盤面より上に浸水があり、基礎内に浸水が認め


られるが、1 階の床面より上に浸水が認められないもの。 


※調査は住宅の屋根、壁、基礎を外観目視調査して、被害の程度を判定します。 
※判定結果に納得がいかない被災者に対しては、第２次調査として外観目視の他に内部


(1)全壊 住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの。すなわ


ち、住家全部が倒壊したり、損壊が甚だしいため、補修しても


元通りに再使用することが困難なもの。 
具体的には、住家の損壊が延床面積の 70%以上、または住家


を構成する主要な要素の損害割合が 50%以上に達したもの。 
(2)大規模半壊 居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む


大規模な補修を行わなければ当該住宅に居住することが困難


なもの。 
具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 50%以上 70%
未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住


家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 40%
以上 50%未満のものとする。半壊の内、損壊部分がその住家


の延床面積の 50%以上 70%未満、または主要な構成要素の損


害割合が 40%以上 50%未満のもの。 
(3)半壊 住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、


すなわち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使


用できる程度のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延


床面積の 20%以上 70%未満のもの、または住家の主要な構成


要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その


住家の損害割合が 20%以上 50%未満のものとする。 
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立入調査も行い判定します。 
 


（３）マンションの被害家屋調査 
内閣府の「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」は、マンション等の集合住宅の扱


いについて以下のように定めています。 


 
 
３．マンションの復旧・復興のための調査 


マンションの建物や設備が被害を受けた場合は、前章で書いたように、被害状況の確認


と二次被害を防ぐために、できるだけ早く災害対策本部や管理組合で写真を撮るなどして


応急措置をする必要があります。 
ここでは、応急措置のための調査とは別の、復旧復興に必要な調査について記載します。 


 


（１）管理組合等による被災状況確認 
①災状況を大まかに把握するため、敷地、建物、外構、設備機器、配管、躯体等をチェ


ックし被害を受けた箇所を図面に記録、写真撮影をします。 
②建物のクラック（ヒビ割れ）は、細いものでも大きな被害を受けている可能性もあり


ますから、目立った被害がないような場合でも調査を実施します。 
③ライフラインが停止している場合、調査をするとともに開通時の漏電火災、漏水、ガ


ス漏れ等の発生を防ぐための措置をします。 
 


（２）被災度区分判定調査 
 ①調査の目的 


被災度区分判定は、被災した建築物の復旧を検討する前提となる、建物の被害状況を把


握するために行います。 


専門家に依頼して、主要構造部を中心に、建築物の沈下量と傾斜角、構造躯体の損傷状


況について調査を行い、残余耐震性のを明らかにして、補修だけでいいのか、補強や建


替えが必要になるのか判定します。 


 ②調査方法 


管理組合が被災度区分判定について講習を受けた建築構造技術者（一級建築士等）に依


頼して実施します。 


1）建築物の内部に立ち入り建築物の沈下、傾斜、構造躯体の損傷状況を調査します。 


建物の残存耐震耐力を推定して被災度を区分し、補修や補強工事をすることで建物


を使い続けることができるのか、あるいは建て替えが必要なのかを判断します。 


2）被災度区分は、無被害、軽微、小破、中破、大破、倒壊の６段階で判定します。 


 


原則として１棟全体で判定し、その判定結果をもって各住戸の被害として認定するものとす


る。ただし、住戸間で明らかに被害程度が異なる場合は、住戸ごとに判定し認定することも必


要である。 
※建物全体の傾きや躯体（外壁、屋根、柱・耐力壁）の損傷は建物全体共通の被害であるた


め、原則として１棟全体で判定し、その結果をもって各住戸の被害として認定する。水害


等により浸水した階の住戸と浸水しなかった階の住戸のように、住戸間で明らかに被害程


度が異なる部位（天井、内壁、建具、床、設備）がある住戸の場合、当該被害の大きい住


戸については、住戸ごとに判定し、認定することも必要である。 
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（３）生活空間の被害状況調査 
①管理組合等で復旧計画等を検討するためには、先ず建物・設備の被害状況と区分所有


者・居住者の置かれている状態を知ることが必要です。 
③調査内容と判定方法 


  1）被災度区分判定調査表により、主に以下の事項について調査します。 


  ・全体沈下……最大沈下量 


  ・全体傾斜……全体傾斜角 


  ・構造躯体……損傷状況の最大の階における損傷割合 


 2）調査項目の判定 


   各調査項目の値によって判定します。 


分類 内容 
最大沈下量     小破  中破  大破 
全体傾斜角     小破  中破  大破  倒壊 
構造躯体の損傷割合 軽微  小破  中破  大破  倒壊 


 3）建築物の判定 


最大沈下量、全体傾斜角、構造躯体の損傷割合の各判定のうち、もっとも厳しい判


定を、被災度区分判定とします。 
  


4）補強の要否の判定  


   被災度区分判定と、その地域の地震動の大きさ（震度階）を組み合わせ、下表によ


り補修、補強、解体等の判定をします。 


 


分類 
被災度区分 


無被害 軽微 小破 中破 大破 倒壊


震
度
階 


Ⅴ弱（中震）以下 － ○ △ × × × 
Ⅴ強（強震） － ○ ○ △ × × 
Ⅵ弱（烈震） － ○ ○ ○ △ × 
Ⅵ強（激震）以上 － ○ ○ ○ ○ △ 


（－）補修・補強不要 （○）補修による復旧  


（△）補修又は補強による復旧 （×）補強による復旧又は解体  


補修：構造的性能が被災前とほぼ同等になるようにすること。 
補強：構造的性能が被災前の状態よりも高くなるようにすること。 
復旧：補修・補強をして再使用に耐えるようにすること。 


 ④実施機関 


コンサルタント、設計事務所、管理会社、建物施工会社等に依頼します。 


 
（４）生活空間の調査 
①建物の構造躯体の被災状況被は応急危険度判定と被災度区分判定によりある程度分か


ります。ただし、これらの判定はあくまでも構造躯体を調査した結果によるもので、


住宅としてのマンションがどのような被害を受け、今後どのような対応をする必要が


あるのかは分かりません。 


生活の場であるマンションが受けた被害の全容を把握することが必要になります。 
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②生活空間の被害状況調査は、一般的には、建物調査、設備調査、個別調査の３種類に


ついて行います。このうち、建物の構造躯体の被害状況は被災度区分判定である程度


把握できますし、柱や梁などの構造躯体以外の被害も外からみて大体のことは分かり


ます。 


③設備の被害状況調査 


1）水道、電気、ガス、通信等の設備がどの程度被害を受けたかは簡単には判断でき


ません。。特にライフラインの事業者の施設自体が被災し供給できなくなっている


ことが多いと、マンション内の設備が損傷しているのかどうかの判断が難しくなり


ます。 


  2）マンション内の設備が損傷していると水道、電気、ガス等の供給が再開されたと


き、漏水いや火災等の二次被害が発生することもあります。 


構造躯体が中破以上の損傷を受け、当面、居住を続けることが難しいときはともか


く、マンションで居住を続けながら復興を検討する場合は、建物調査とは別に毎日


の生活に欠かせない設備の被害状況を迅速に把握する必要があります。 


 3）ライフラインの調査は、それぞれの経路に沿って行い、異常が発見された場合は使


用制限や使用禁止の措置をとり専門業者の調査を受ける必要があります。 


④個別（住戸等）の被害状況調査 


1）損傷が軽微または小破の場合 


被災度区分判定により躯体構造に重大な損傷がない場合でも、住戸と廊下の境い壁


やバルコニー等に生活に支障がでるような破損が生ずることがあります。 


一見して被害がわかるときはもちろん、共用部分に大きな問題がないように見える


場合でも、アンケート等を実施して各住戸内の被害状況を調査して全体的な被災状


況を把握することが必要です。管理会社の意見も聞き専門家に詳細な調査を依頼す


る必要があるかをどうか判断します。 


2）各住戸内の被害には、戸境壁など共用部分に属する個所と、内装材など専有部分


に属する個所があります。 


専有部分の補修についてはリフォーム工事をする場合と同じように、一定の基準を


設け定めることが必要になります。 


3）非構造部材が損傷している場合 


被災度区分判定により躯体構造に重大な損傷がない場合でも、住戸と廊下の境壁や


バルコニー等に生活に支障がでるような破損が生ずることは珍しくありません。主


要構造体とそれ以外の非構造部材のそれぞれについて調査を行い、復旧計画を立て


る必要があります。主要構造体の補修、補強にともなって内装材の撤去や修復が必要


になるのが普通ですから、両者の復旧計画を連動させて行うことが必要です。補修、


補強を行う場所にもよりますが、居住をしながら工事をすることが困難なこともあ


ります。区分所有者、居住者の生活のことも考慮して計画を立てることが必要です。 


 
４．被災した場合の復旧と建替え・再建 


（１）区分所有法と被災マンション法 
不幸にしてマンションが被害を受けた場合は、一般的には区分所有法が規定する手続き


によって復旧や建替えをすることになります。ただし、建物が全部滅失した場合で、被災


区分所有建物の再建築に関する特別措置法（被災マンション法）が適用されたときは、こ


の法律の定めによります。 
（２）区分所有法による復旧 
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被害の程度を小規模滅失（建物価格の２分の１以下に相当する部分の滅失）と大規模滅


失（建物価格の２分の１を超える部分の滅失）に区分して、それぞれ管理組合総会で復旧


を決議することができます。 
①小規模滅失の場合の復旧（建物価格の２分の１以下に相当する部分の滅失） 
 ・区分所有法の規定により区分所有者及び議決権の過半数の賛成により復旧を決議


することができます。（規約に特段の定めがなければ管理組合総会の普通決議で


可能です） 
・この決議が行われると、復旧工事に必要な費用は各区分所有者が全員で負担する


ことになります。 
・もし復旧決議が行われないときは、各区分所有者は共用部分を復旧することがで


きます。この場合、その費用を他の区分所有者に請求することができます。 
・団地型マンションの場合や、構造上・機能上独立した棟があるマンションの場合


は、原則として棟ごとに決議します。 
・復旧工事が共用部分の変更を伴う場合は、区分所有者及び議決権の各４分の３以


上の賛成による特別決議が必要になります。 
②大規模滅失の場合の復旧（建物価格の２分の１を超える部分の滅失） 
 ・大規模滅失したマンションを復旧するためには多額の費用がかかることや、復旧


をしないで建替えや解散（区分所有関係の解消）を希望する区分所有者にも配慮す


る必要もあります。 
このため管理組合総会で復旧決議をするときは、区分所有者及び議決権の各４分の


３以上の賛成による特別決議によらなければなりません。 
・復旧決議に賛成しなかった区分所有者は、賛成者に対して建物と敷地に関する権利


を時価で買い取るように請求できることになっています。これは買取請求権といわ


れるもので、この権利を行使すると当事者の間で売買契約が成立したことになりま


す。 
・大規模滅失したマンションをいつまでも放置されないようにするため、滅失してか


ら６カ月以内に復旧決議が行われないときは、各区分所有者は他の区分所有者に自


分の権利を買い取ることを請求できます。   
 
（３）区分所有法による建替え 
  大規模滅失したマンションの復旧をあきらめて建替えをする場合もあります。この場


合は区分所有法の建替えの規定にもとづき、管理組合総会で区分所有数者及び議決権


数の各５分の４以上の賛成による建替え決議をすることになります。建替え決議をす


る総会の開催や決議後の手続きも区分所有法の規定によります。 
 
（４）被災マンションによる再建等 
①被災マンション法による再建 
1）マンションが全壊（全部滅失）すると、区分所有関係が消滅し、その敷地の共有関


係又は借地権等の準共有関係だけが存在することになります。 
この場合、区分所有法の適用対象外になり管理組合も存在しなくなります。 


2）マンションが全壊（全部滅失）した場合は、敷地共有者や敷地利用権者（借地権


者など）は、マンションを再建するための集会を開くことができます。再建集会


は、議決権（価格を基準にした持分等の割合）の 5 分の 1 以上をもつ敷地共有者等


が招集します。 
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 この集会で、議決権の 5 分の 4 以上の賛成を得ればマンションを再建することがで


きます。（この決議は、大規模災害を指定した政令の施行日から 3 年以内にする必


要があります）。 
（注）「建替え」と「再建」 


被災したマンションを解体し、新しい建物をつくるとき、区分所有法に基づく場


合は「建替え」ですが、被災マンション法に基づく場合は「再建」といいます。 
②敷地売却決議等 
1）大規模な災害により重大な被害を受けたマンションは、管理組合総会で区分所有


数者及び議決権数の各５分の４以上の賛成によより、取壊しか売却をすることがで


きます。 
・取壊し決議（建物を取り壊す) 
・建物敷地売却決議（建物をその敷地とともに売却する） 


2）大規模な災害により滅失したマンションの敷地を、敷地共有者や敷地利用権者


（借地権者など）は、議決権の５分の４以上の多数 により売却することができ


ます。 
・敷地売却決議（敷地を売却する） 
・再建決議（敷地に区分所有建物を再建する） 
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管理組合による被災状況調査 


（コンサルタント・管理会社・施工会社等が支援） 


建物診断


必要 


建物診断 


不要 


被災度区分判定調査 


（管理組合が専門会社に依頼） 


 


敷地


売却


 


軽


微 


小


破 


中


破 


大


破
倒壊 


（滅


失）


主要構造体の詳細調査 


（管理組合が専門会社 


に依頼） 


復旧のための調査・設計 


（管理組合が管理会社・施工会社等に依頼） 


総会決議 1/2     1/2      3/4     4/5 


←――――――――＜区分所有法＞――――---→ 


補修（修復） 小規模 


復旧 
建替え 再建 


 4/5   4/5 


＜被災マンション法＞ 


被災したマンションの復旧・復興の流れ 


方針検討 


大規模 


復旧 


方針 


検討 


自治体による 


応急危険度判定／被害家屋調査 
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５．り災証明書の発行 


（１）り災証明書 
被害家屋調査にもとづき被害を受けた住宅の所有者、居住者に、○○市が「り災証明書」


を発行します。 
災害により被害を受けた市民等が、行政による各種の被災者支援制度の適用を受けるた


めには、「り災証明書」が必要になります。 
 


（２）り災証明書が関係する主な支援制度 
【公的な支援】 


仮設住宅の貸与／住宅応急修理制度／被災者生活再建支援制度／各種税･手数料･使


用料の減免／学費の減免／建物の解体・運搬・処理／災害復興公営住宅の確保／災害


援護資金の貸付／各種融資の資料 
【私的な支援】 


り災の内容を写真等で確認し、被災者からり災の届出があった旨を証明するものです。


このため、市役所による「住宅被害認定調査」は行わず、被害程度についても判定し


ません。 
※「り災届出証明書」は各種の被災者支援制度(災害救助法や被災者生活再建支援法に


よる各種施策、市税・保険料の減免等)の適用を受ける証明とはなりません。 
 


（３）マンションでは 
①共用部分 
管理組合等としてり災証明書が必要な場合には、建物の外壁や柱、および廊下やエント


ランスなどの共用部分の被害により被害程度を判定する１次調査（外観調査）の結果に


基づき、り災証明が発行されます。 
②マンションの各戸へのり災証明の発行 
管理組合等でり災証明書が申請されていても、各種公的支援等を受けるため、各住戸の


世帯構成員に対するり災証明書が必要な場合には、それぞれ住戸毎に申請する必要が


あります。 
 ⇒各世帯からの委任状があれば、とりまとめての申請が可能かを○○市と協議する 


 


６．被災者の生活再建のための公的支援制度 


（１）被災者生活再建支援制度 
り災判定によって住宅が全壊又は大規模半壊と認定された世帯には被災者生活再建支


援制度により、支援金が支給されます。 
 


（２）支給額は２つの支援金の合計額 
①住宅の被害程度に応じて支給する支援額（基礎支援金） 


被害程度 全壊 解体 大規模半壊 
複数世帯支給額 100 万円 100 万円 50 万円 
単数世帯支給額 75 万円 75 万円 37.5 万円 
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②住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 


住宅の再建方法 建設・購入 補修 賃借（公営住宅以外） 
複数世帯支給額 200 万円 100 万円 50 万円 
単数世帯支給額 150 万円 75 万円 37.5 万円 


 


③大震災により生じた損失金額がある場合、その事業年度の前 2年間に遡って法人税額の


繰戻し還付を受けることができました。 


 


④相続税または贈与税の課税対象となった財産の価額のうち１/10 以上が被害を受けた場


合には、相続税または贈与税が減額・免除されました。 
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